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人口減少問題・地方分権改革等調査特別委員会 開催状況 

開催年月日 令和８年７月２日（木） 

質  問 者 民主・道民連合 広田 まゆみ 委員 

担 当 部 課 総合政策部地域創生局地域戦略課 

質    問    要    旨 答    弁    要    旨 

一 第３期北海道創生総合戦略における地域の足の

確保について 

（一）人口減少対策における移動の位置づけについ

て 

第３期北海道創生総合戦略では、人口減少下にお

いても、誰もが安心して住み続けられる地域づくり

を進めると書かれております。 

高齢化が進む地域などでは、医療、買い物、介護な

どのサービスの拠点は、現在、統合されたり集約され

たりすることによって、利用者にとっては、広域化す

るということは大変で、移動する手段がなければ、住

み続けることが困難な状況になります。色々な施策

を使って駅や商業施設を残すだとか、病院を残すこ

とに取り組んだとしても、そこに移動する手段がな

ければ、大変困難な状況になります。 

私自身は、あらゆる手段を使っての移動手段の確

保は、人口減少対策の基盤となる「生活インフラ」で

あると考えますが、まずこのことについて、認識を伺

います。 

 

 

 

 

ここで問題なのが、地域交通を担うネットワーク

の担い手として、いわゆる交通事業者以外も明確に

道として認識されているのかが課題だと思っていま

す。 

 

 

 

 

（地域創生推進室長） 

人口減少対策における地域交通施策の位置づけに

ついてでありますが、本道では、人口減少や高齢化に

より、地域活動の担い手不足や、商業施設、交通機関

といった生活に必要なサービスの確保など、様々な

課題に直面している中、公共交通サービス水準の低

下は、住民生活への影響はもとより、地域の活力低下

にもつながりかねないものであり、道が毎年度実施

している「人口減少などに関する意識調査」でも、「何

が充実していれば、今の市町村に住み続けることが

できるか」との問いに対し、医療・福祉や買い物利便

性と並び、地域交通の利便性は常に上位回答となっ

ております。 

こうしたことを踏まえ、道としましては、第３期北

海道創生総合戦略におきまして、「地域を支える持続

的な交通・物流ネットワークの構築」を施策の柱と

し、重点プロジェクトの取組にも位置付け、地域交通

ネットワークの維持・確保などを推進することとし

ております。 

 

（二）地域の足に対する認識について 

道内では、実は自家用有償旅客運送が、交通空白地

や移動困難者にとって、通院や買い物を支える「最後

の移動手段」となっている地域が少なくありません。 

長くなりますがご説明しますと、自家用有償旅客

運送とは、道路運送法に基づき、バスやタクシーだけ

では十分な輸送サービスを確保できない地域におい

て、地域住民の生活に必要な移動手段を確保するた

め、市町村や NPO、社会福祉法人等が、自家用車を用

いて有償で行う輸送制度で、複合的で重なっている

ところはありますが大きく２つあります。 

１つ目は、昔は過疎地有償運送と言っていたので

すが、最近変わりまして、交通空白地有償運送となっ

ていますけれども、公共交通機関では十分な移動サ

ービスを提供できない地域で、住民や来訪者の移動

を支える重要な役割を担っています。 

２つ目は福祉有償運送です。要介護者や障がい者

など、自力での移動が困難な方の通院や外出を支え

るため、自治体や NPO 等が実施する輸送サービスで

す。 

（地域創生推進室長） 

地域の足の確保についてでありますが、人口減少

が急速に進行し、広域分散型の地域構造にある本道

におきまして、バス路線の休廃止等による交通空白

が生じている中、道としましては、地域の暮らしを支

えていくためには、地域の実情に応じた移動手段の

確保による交通空白の解消に取り組む必要があると

認識しております。 

また、道内で自家用有償旅客運送を運行している

団体は 113 であり、先般、国土交通省が公表した調

査結果によりますと、道内には 87 市町村、261 地区

の交通空白地が存在しますが、そのうち交通空白の

「解消に向けた対応方針を今後検討する｣と回答し

た市町村は 12 でありまして、職員やノウハウ面の不

足などから、依然として取組が進んでいない団体も

ございますことから、こうした市町村を対象に、取組

の検討段階などから伴走支援を行うことにより、地

域における移動手段の確保に向けた課題の解決が図

られるよう、取組を加速させる必要があると認識し

ております。 
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質    問    要    旨 答    弁    要    旨 

これらはいずれも、自治体が主催する地域公共交

通会議等で必要性が認められ、北海道運輸局への登

録を受けた上で運行されており、国の制度上も「地域

住民の生活に必要な旅客輸送を確保する」ことを目

的とした公的性格の強い移動サービスとして、政府

においてもしっかり位置づけられています。 

一方、これらの地域公共交通の担い手は、交通事業

者ではないという理由で、今回の燃油高騰対策の対

象にもなっていません。そして残念ながら、道の現行

の交通戦略にもこうした事業者の明確な位置づけが

ありません。 

もしも道として、それらの事業者は運輸局に登録

されているものにすぎず、こうした交通空白対策の

取組は、基礎自治体が協議会を作っているのだから

そこで担うものというスタンスだとしたら、大変残

念だと思います。 

人口減少が進む中で、基礎自治体だけに委ねてい

ては、地域間格差がさらに拡大することが懸念され

ますし、そもそも今、鉄路の維持を頑張っています

が、降りた先の交通ネットワークのことも考えてい

かないと鉄路も守れないわけです。 

しかも、基礎自治体の仕事に任せてはいけない理

由は、地域の実態を見れば当たり前にわかるのです

が、通院も買い物も、自治体を越えて広域に支えてい

るのがこうした事業者であります。 

総合政策部として、こうした地域の足を支える取

組を、人口減少対策の観点からどのように認識して

いるのか、また、実態をどのように把握しているのか

伺います。 

 

 

 

（指摘） 

 「自家用有償旅客運送を運行している団体は 113団

体、そして国交省の調査結果によると、87 市町村、

261 地区の交通空白地が存在する」というご答弁でし

たが、過疎地有償運送改め、交通空白地有償運送につ

いての数をお答えいただいたということですよね。 

 これも私は問題だと思うのですが、福祉有償運送

については保健福祉部の所管とされています。福祉

有償運送については、振興局を通して毎年市町村か

らヒアリングをしているということがわかりまし

た。現在 130 自治体において福祉有償運送が行われ

ているとのことで、さらに、今回の燃油高騰による事

業存続への影響についても聴き取りをしていただい

たところです。 

改めて、交通政策担当とはしっかり議場で議論を

させていただく予定ですが、交通事業者ではないが

地域公共交通の担い手となりうる、自家用有償旅客

運送の実態把握について、そもそも国任せ、自治体任

せ、さらには縦割りで、人口減少対策が担えるのか、

率直に私は疑問を持っております。 
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（三）北海道創生総合戦略における道の役割につい

て 

第３期総合戦略は、人口減少という本道共通の課

題に対して、部局横断的に対応するための最上位戦

略です。私が言っているのではなくて、皆様方が言っ

ているのですよ。 

人口減少が進む地域で移動手段が失われれば、通

院や買い物、社会参加なども困難となり、「住み続け

られる地域」と皆様が掲げている前提そのものが失

われます。 

現在の道の交通政策のあり方では、地域の足は守

れず交通空白地域の人口減少対策にも貢献していま

せん。 

総合政策部として、交通空白地域の足の確保を人

口減少対策上の重要課題として明確に位置づけ、必

要な実態把握や、それらを担う NPO や事業者、市町

村の支援を含め、部局横断的に取り組むべきと考え

ますが見解を伺います。 

 

 

（地域創生推進室長） 

交通空白解消に向けた取組についてであります

が、道内を取り巻く交通環境は､人口減少に伴う利用

者の減少等により、バス路線の休廃止が相次ぐとと

もに、交通空白といった課題が顕在化するなど厳し

い状況にあると認識しております。 

こうした中、この度、改正地域交通法が公布され、

国においてスクールバスなども含めた地域の輸送資

源のフル活用に向けた制度が創設されたことも踏ま

え、道内の交通空白地域におきましても、その推進を

図る必要があると認識しており、道では、交通所管部

局におきまして、北海道運輸局と連携の下、国の支援

制度の周知等を実施したところであり、今後、医療・

福祉・教育等の関係部局との間で現状や課題を整理・

共有し、連携しながら地域の取組を後押しするなど、

人口が減少する中にあっても、持続可能な地域交通

の確保に向け取り組んでいく考えでございます。 

 

（再質問） 

 現在の道の交通政策の中では、交通空白地域の解

消ということで国交省も動き出しているので、例え

ば MaaS、ライドシェアやオンデマンドなど、カタカ

ナは色々と並んでいるのですけれども、地域の暮ら

しの実態が全く見えていないというか、人が見えて

いないという印象があります。 

繰り返しになりますが、人口減少が進む中では、地

域の足を支える主体、交通事業者はバスやタクシー

だけではありません。NPO や社会福祉協議会、自治会、

そういう地域のコミュニティで担っている自家用有

償旅客運送も、地域公共交通を支える重要な担い手

だと思います。 

 人口減少対策を担う総合政策部として、こうした

地域の担い手について、国や市町村からのデータだ

けに依拠するのではなく、燃油価格高騰による事業

継続への影響も含め、道自ら実態を把握し、今後の創

生総合戦略に生かしていく考えはないのでしょう

か。 

 私は、人口減少対策とは、ただ計画や戦略をつくる

ことではなく、現場で地域の暮らしを支えている担

い手の声を把握して、その実態を政策に反映させる

ことから始まると考えますが、各部任せでは拾えな

い声、課題、そして地域でまだ使えていない資源が人

口減少対策の中にはあると思いますが、改めて見解

を伺います。 

 

 

（地域創生局長） 

 人口減少対策の推進についてでございますが、本

道におきましては、人口減少に伴う利用者の減少等

により、地域の交通環境を取り巻く状況は一層厳し

くなってきておりまして、道では、第３期創生総合戦

略の重点プロジェクトに「地域交通ネットワークの

維持・確保」を位置付けまして、持続可能な地域交通

の確保に向けて取り組んでいるところでございま

す。 

 総合戦略の推進に当たりましては、引き続き、各部

局や振興局が連携し、様々な機会を通じて、地域が抱

える課題やニーズをきめ細かく把握し、道の施策へ

の反映に努めるとともに、国、市町村、民間の方々な

どとも一層連携を図りながら、地域を支える持続的

な交通・物流ネットワークの構築など、人口が減少す

る中にあっても、安心して住み続けられる地域づく

りに粘り強く取り組んでまいります。 
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質    問    要    旨 答    弁    要    旨 

（指摘） 

 交通事業者でないと相手にしないという雰囲気と

いうか認識がある中、そこは交通の担当とも議論し

ていかなければならないですが、人口減少対策を進

める上で、現時点で交通政策計画の中に載っていな

いのですから、そこは誰が補完して実態調査を行っ

て、今回の燃油高騰の影響も含めてしっかり把握し

ていくかということは、少なくとも保健福祉部は、そ

の調査もまだ曖昧なところもありますが、振興局を

通じて毎年確認しているのですよ。介護保険だと通

院の介助といっても病院の入口までしかやってくれ

ませんから。 

そこも含めて担っているのが NPO や社会福祉協議

会など、ある意味での地域公共交通の担い手の人た

ちであって、そこを道が把握しないで市町村任せだ

とか、国のデータだけを並べている状況だと、本当の

意味での人口減少対策ができないと思います。 

少なくとも保健福祉部程度の実態把握は、監がで

きたから交通のことはそちらでないとできないと言

うのではなくて、人口減少対策を所管する総合政策

部としてしっかり取り組んでいただきたい。交通政

策の担当にやらせるのであればそれはそれでいいの

ですけれども、少なくとも道として、しっかり把握さ

れるよう指摘を申し上げて質問を終わります。 

 

 

 


